
 

 

 

  ～ 中小企業支援制度の最新情報が分かるニュースレター ～ 

ペンデル税理士法人 
－ 補助金ニュースレター 2022 年 9 月号 － 

■1 10月 1日から産後パパ育休スタート 両立支援等助成金（子育てパパ支援金）の活用を 

10月 1日から、「産後パパ育休」という新たな制度が始まります。これは、既存の育休とは別に、子どもが生

まれてから 8 週間以内に合計 4 週間の育休を 2 回まで分割して取得できるものです。こういった制度を活

用し、男性従業員の育休取得を後押しする企業では、2022 年度から拡充された出生時両立支援コース

（子育てパパ支援助成金）による助成を受けることができます。 

■2 東京都 電力ひっ迫に備え BCP実践促進助成金を活用し BCPの策定を 

長引く戦争の影響などにより今年の冬も電力がひっ迫することが懸念されています。電力不足に備えるには、

BCP（事業継続計画）の策定が欠かせません。東京都および東京都中小企業振興公社は、都内中小企業の

BCP 実践を後押しするため、必要な物品・設備などの導入経費を助成しています。さらに本制度では、電力の

確保に資する物品・設備については、助成率が拡充されています。 

【助成金上限額】 1,500 万円（下限額 10 万円） 

【 助 成 率 】 中小企業者など： 1/2以内 小規模企業者： 2/3以内 

※電力の確保に資する物品・設備については、助成率 4/5 以内 

【 対 象 者 】 

 

都内において 1 年以上事業を営んでおり、下記のいずれかの要件を満たした上で

BCPを策定した中小企業者および中小企業団体 

●公社が実施する BCP 策定支援事業による支援 

●中小企業庁「事業継続力強化計画」の認定 

【 対 象 経 費 】 自家発電装置、蓄電池、安否確認システム、感染症対策の物品、従業員用の備蓄

品、土のう、止水板、耐震診断、転倒防止装置など、データバックアップ専用のサーバ

（NAS）、クラウドサービスによるデータのバックアップ、BCP の補完として実施する自社

業務の基幹システムのクラウド化 

【 受 付 期 間 】 予約受付…9月29日（木）まで 申請受付…10月12日（水）まで ※1月募集もあります 

【 U R L 】 https://www.tokyo-kosha.or.jp/support/josei/setsubijosei/bcp.html 

 

 

 【助成金額】 

第 1 種 
20 万円 

代替要員加算：20 万円（代替要員を 3人以上確保した場合には 45 万円） 

第 2 種 

1 事業年度以内に 30％以上上昇した場合： 60 万円<75 万円> 

2 事業年度以内に 30％以上上昇した場合： 40 万円<65 万円> 

3 事業年度以内に 30％以上上昇した場合： 20 万円<35 万円> 

※＜＞内は、生産性要件を満たした場合の支給額 

【 対 象 者 】 中小企業のみ 

【 要 件 】 ●育児・介護休業法に定める雇用環境整備の措置を複数行っていること 

●育児休業取得者の業務を代替する労働者の、業務見直しに係る規定などを策定

し、当該規定に基づき業務体制の整備をしていること  

＜第 1 種＞ 

●男性労働者が子の出生後8週間以内に開始する連続5日以上の育休を取得すること 

＜第 2 種＞ 

●第 1種の助成金を受給していること、第 1種の申請をしてから 3事業年度以内に

男性労働者の育児休業取得率が 30％以上上昇していること、育児休業を取得し

た男性労働者が第 1種申請の対象となる労働者の他に 2 名以上いること など 

【 U R L 】 https://onl.bz/eUE7Q6a 

  



 

 

※ご注意：補助金・助成金は審査があります。条件に合致することのほか、事業計画を基に審査が行われ、不採
択になる場合もあります。また事業の着手は採択・交付決定の後に行うなど、補助金によって条件が異なります。 

ま ず は ご 相 談 く だ さ い 。 初 回 相 談 は 無 料 で す 。 

我々は中小企業の経営上の課題に対し専門性の高い支援を行える国から認定された「経営革新等支援機関」です 

ペンデル税理士法人 
〒160-0023 東京都新宿区西新宿6-6-3 新宿国際ビルディング新館6F 

TEL 03-5990-5910 ／ FAX 03-5990-5909 

 

貴社で受けられる補助金や税制優遇などを、まずは無料で簡易診断してみませんか？ 

簡単な質問にご回答いただくだけで、中小企業診断士や社会保険労務士が検討し、 

全 12種類の補助金などの診断書を作成いたします。 

■3 東京都 感染症対策サポート助成事業 いよいよ締切迫る 

東京都は、中小企業の感染防止対策に対して助成事業を行ってきました。その締切が、10 月 31 日に迫っ

ています。本助成事業は、「備品購入、内装・設備工事コース」と「消耗品購入コース」の 2 コースで実施され

ています。申請するコースによって対象となる取り組み、対象者、対象経費、助成限度額などに違いがある

ため、申請内容が申請コースと合致するかよくチェックした上で応募するようにしましょう。 

【助成金上限額】【助成率】【対象経費】 

 備品購入、内装・設備工事コース 消耗品購入コース 

【助成金上限額】 最大 200万円まで 

※1：備品購入のみの場合…50 万円まで 

※2：内装・設備工事を含む場合…100 万円まで 

※3：内装・設備工事のうち、換気設備の設置を

含む場合…200万円まで 

(注)申請下限額は 10 万円 

10 万円 

(注)申請下限額の設定は 

ありません 

【 助 成 率 】 2/3 以内 

【 対 象 経 費 】 ●備品購入費 

(例)サーモカメラの購入など 

(注)1 点あたり購入単価が 10 万円(税抜)以上の

もの 

●内装・設備工事費 

(例)・換気設備 

・パーテーションの設置工事 など 

●指定する消耗品の購入費 

(例)・CO2 濃度測定器 

・アクリル板 

・消毒液 

・体温計 

・ビニールシート 

・マスク 

・フェイスシールドなど 

(注)1点あたり購入単価が10万円

（税抜）未満のもの 

【 対 象 者 】 ・中小企業者（会社および個人事業者） 

・一般財団法人 

・一般社団法人 

・特定非営利活動法人（NPO法人） 

・中小企業団体など 

【 受 付 期 間 】 10 月 31日(月)まで 

【 U R L 】 https://www.tokyo-kosha.or.jp/support/josei/jigyo/final/kansentaisaku.html 

※各コース 1 回ずつ助成が受けられます（申請内容の重複および消耗品コースの「一般枠」および「コロナ対策

リーダー、認証店枠」の重複は不可） 

 


